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令和３年産米の需要に応じた生産に係る推進方針（案） 
 

令 和 ２ 年 １ ２ 月 
新潟県農業再生協議会 

 
１．基本的な考え方 

 
新型コロナウイルス感染症の影響等により、主食用米の需給は大幅に緩和しており、全

国の令和３年産米の生産量は、過去にない水準の６９３万トンとされている。 
本県の主食用米の在庫状況を見ても、近年にない水準で積み上がっており、このままで

は一層の価格下落につながりかねないことから、令和３年産においては、これまで以上に

各段階において主食用米からの転換を推進する必要がある。 
そのため、本県の強みである米菓や米粉などの米関連食品産業等と連携を強化し、原料

となる非主食用米の生産を拡大する必要がある。 
併せて、米以外の土地利用型作物である大豆・麦についても、県内外の需要に応えられ

るよう、生産を拡大する必要がある。 
このような状況を踏まえ、以下のとおり取り組むものとする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇 需要に応じた米生産を基本としつつ、主食用米・非主食用米合わせた新潟米全体

の需要拡大と、生産者所得の最大化のための多様な米づくりを推進する。 
 
○ 特に、新型コロナウイルス感染症の影響等で民間在庫が積み上がっていることか

ら、関係機関・団体が一丸となって主食用米からの転換を推進するとともに、米以外

の大豆・麦等についても拡大を図る。 
 

〇 具体的には、 

 ◇  認定方針作成者は、需要に応じた米の生産・販売の推進主体として、複数年・

は種前等の事前契約による確実な需要の積み上げを進めるとともに、農業者が経

営判断に資する情報の提供、新潟米のブランド力強化や米価下落等のリスク対策

として戦略作物や高収益作物等の推進 

  ◇  県・地域農業再生協議会は、需要に応じた米の生産が図られるよう、認定方針

作成者の活動支援及び需要の裏付けの精査を行うとともに、農業者の作付計画策

定前に集荷業者・団体と需給動向を共有し、農業者が需要に応じた生産に取り組

めるよう、的確な情報提供及び国の令和２年度補正事業や産地交付金の効果的活

用も含め農業者が取り組みやすい環境の整備 

 
 に重点的に取り組む。 
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２．推進項目及び推進内容 
 

推進項目 推進内容 
（１）水田フル活用ビジョ

ンの策定・実践 
○ 県・地域の生産目標の実効性確保に向けた取組 
○ 「新潟米」の販売環境の適切な情報提供 
○ 食品企業等と連携強化による非主食用米等の需要拡大 
○ 加工用米・新市場開拓用米等の複数年契約及び多収穫・

低コスト生産の推進 
○ 園芸導入による経営の新たな柱づくり 
○ 大豆等戦略作物の本作化 

（２）経営所得安定対策等

の取組推進 
○ 経営所得安定対策や非主食用米等の各種助成措置の的

確な情報提供 
○ 収入保険や農業共済制度への加入促進 

 

３．推進内容の分担  
（１）水田フル活用ビジョンの策定・実践 

県協議会（県地域協議会） 地域協議会 
○ 加工用米等の非主食用米や園芸品目

等、水田フル活用の推進による農業所得

の拡大 
○ 地域協議会ごとの作付状況の把握と需

要に応じた生産の推進 
○ 地域協議会の事前契約等に基づく需要

量の把握や、地域協議会が行う需要に応

じた米生産に向けた取組支援 
○ 非主食用米等の需要拡大に向けた食品

企業等と連携強化 
〇 「新潟米」の販売・在庫状況や多収穫・

低コスト生産に向けた情報提供及び産地

交付金県枠を活用した支援 
〇 産地交付金の活用方法等についての情

報提供、事務支援 
○ 需要に応じた米生産に向けた先進的取

組事例の紹介 

○ 加工用米等の非主食用米や園芸品目

等、水田フル活用の推進による農業所得

の拡大 
○ 農業者ごとの作付状況の把握と需要に

応じた生産の推進 
○ 認定方針作成者の事前契約等に基づく

需要量の把握や、認定方針作成者が行う

需要に応じた米生産の取組支援 
○ 非主食用米等の需要拡大に向けた食品

企業等と連携強化 
〇 認定方針作成者と連携した地域産米の

販売状況・計画、多収穫・低コスト生産

に向けた情報提供及び産地交付金を活用

した支援 
○ 特色ある産地づくりに向けた産地交付

金の加算金の確保や活用方法の検討、活

用啓発 
 
（２）経営所得安定対策等の取組推進 

県協議会（県地域協議会） 地域協議会 
○ 制度内容や非主食用米等の各種助成措

置の情報提供 
○ 収入保険や農業共済制度への加入促進 

○ 相談窓口の設置 
○ 制度内容や非主食用米等の各種助成措

置の農業者への情報提供 
○ 北陸農政局新潟県拠点と連携した制度

周知（説明会・集落座談会の開催等） 
○ 申請に向けた事務手続き支援 
○ 収入保険や農業共済制度への加入促進 


